今　期（２００８年７－９月）の　概　要

トピックス

○平成２０年度出雲市の建築確認申請件数は今期２７２件（前期２９５件）で、前年同期比７．８％、前々同期比２７．１％減少しており、引き続き減少傾向が続いています。ただ、第２四半期だけでみると１３８件（前期１２２件）と増加に転じました。

○雇用情勢は、出雲公共職業安定所管内の７月の有効求人倍率は１．１１倍となりましたが、９月有効求人倍率は１．０１倍となっています。９月の倍率を前年同期比でみると、０．３６ポイント低下しており、雇用情勢は厳しさが増してきています。

○公共事業は、全体の受注額でみると、第１四半期は前年同期比７３．７％減となっていましたが、今期は前年同期比７．６％減となりました。

景況調査の主要DI　　（前期調査＝２００８年４－６月期）

１．業況判断DI

（１）全業種

前期比△４０．５（前期調査△36.9）とマイナス幅が拡大しましたが、前年同期比△４３．１（前期調査△48.4）とマイナス幅が縮小しています。

（２）建設業

前期比で△３３．０（前期調査△50.0）、前年同期比では△３１．６（前期調査△45.0）とマイナス幅が縮小しています。

（３）製造業

前期比で△３１．６（前期調査△18.4）とマイナス幅が拡大しましたが、前年同期比では△４３．９（前期調査△53.6）とマイナス幅が縮小しています。

（４）卸売業

前期比で△３３．４（前期調査△50.0）、前年同期比で△３３．４（前期調査△63.6）とマイナス幅が大きく縮小しています。

（５）小売業

前期比で△６９．６（前期調査50.0）、前年同期比で△６４．０（前期調査△58.3）とマイナス幅が更に拡大しています。

（６）サービス業

　　　　前期比で△３５．０（前期調査△39.2）とマイナス幅が縮小し、前年同期比では△３４．６（前期調査△28.5）とマイナス幅が拡大しています。

２．売上(完成工事)額DI 

（１）全業種

売上額DIは、前期比で△２８．８（前期調査△21.0）、前年同期比では△３６．６（前期調査△34.4）とマイナス幅が拡大しています。

（２）建設業

前期比で△２６．６（前期調査△47.4）、前年同期比では△２６．３（前期調査△30.0）とマイナス幅が縮小しています。

（３）製造業

前期比△２２．０（前期調査△5.0）とマイナス幅が拡大し、前年同期比では△３６．６（前期調査△36.6）と増減はなしとしています。

（４）卸売業

前期比△８．３（前期調査△30.0）、前年同期比は△１６．６（前期調査△27.3）でマイナス幅が大きく縮小しています。

（５）小売業

前期比で△５４．１（前期調査△31.8）とマイナス幅が拡大し、前年同期比では△５２．０（前期調査△60.0）とマイナス幅が縮小しています。

（６）サービス業

前期比△２６．９（前期調査△14.3）、前年同期比でも△３８．４（前期調査△14.3）とマイナス幅が拡大しています。

３．採算(経常利益)DI

　（１）全業種

前年同期比では△４２．１（前期調査△46.0）とマイナス幅が縮小しています。

（２）建設業

前年同期比で△６３．１（前期調査△42.1）とマイナス幅が拡大しています。

（３）製造業

前年同期比で△３９．０（前期調査△51.2）とマイナス幅が縮小しています。

（４）卸売業

前年同期比で△８．３（前期調査△45.5）とマイナス幅が大きく縮小しています。

（５）小売業

前年同期比で△４８．０（前期調査△50.0）とマイナス幅が僅かに縮小しています。

（６）サービス業

　　　　前年同期比で△４１．６（前期調査△39.2）でマイナス幅が僅かに拡大しています。

４．来期の業況見通しDI

（１）全業種

今期比で△４１．８（前期調査△39.6）、前年同期比でも△４９．１（前期調査△43.3）とマイナス幅が拡大しています。

（２）建設業

今期比で△５６．３（前期調査△52.6）とマイナス幅が拡大し、前年同期比では△６４．７（前期調査△65.0）と僅かに縮小しています。

（３）製造業

今期比で△２９．４（前期調査△34.2）とマイナス幅が縮小しましたが、前年同期比では△３４．２（前期調査△32.4）とわずかにマイナス幅が拡大しています。

（４）卸売業

今期比で△２５．０（前期調査△22.2）とマイナス幅が拡大しましたが、前年同期比では△２５．０（前期調査△40.0）とマイナス幅が縮小しています。

（５）小売業

今期比で△６５．０（前期調査△42.8）、前年同期比でも△６８．０（前期調査△44.0）とマイナス幅が拡大しています。

（６）サービス業

今期比で△３７．５（前期調査△42.1）と僅かにマイナス幅が縮小し、前年同期比では△５４．２（前期調査△42.8）とマイナス幅が拡大しています。

５．設備投資動向

今期、設備投資をした企業の割合は２７．０５％で、前期（24.6％）を２．４５ポイント上回りました。前期調査と同じく生産設備、倉庫、車輌やＯＡ機器への投資が多くなっています。

来期設備投資を予定している企業の割合は、全産業で１８．９７％（前期20.7％）となっており、僅かに割合が減少しています。

６．経営上の問題点

建設業が「官公需要の停滞」、製造業・卸売業が「需要の停滞」、小売業が「大中型店の進出競争の激化」、サービス業が「材料等仕入単価の上昇」を第１位に挙げています。最近、原油価格は落ち着きをみせてきていますが、原材料等の価格に反映するまで時間差もあり、先行きを不安視している声が多くなっています。また既存大型小売店を中心に、新規大型店の出店の影響で前年同期の売上が大きく減少しているとしています。

注：DI（業況判断指数）とは、ディフュージョン・インデックス(Diffusion　Index)の略で、「増加」・「好転」したなどとする企業割合から、「減少」・「悪化」などとする企業割合を差し引いた値である。
詳細は業種別景況を参照してください。

